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２１年度

・県の研修を受け、普通会計、地方自治体全体の財務書類4表
を作成し、公表する。（平成22年3月予定）

効
果

歳入（

歳出（

関係例規等 名称 改正時期

２０年度
(実績)

・財務諸類4表の整備については、平成20年度から平成21年
度にかけ研修会（県主催）が開催されている。統一した考え方
の基に作成でき、比較分析がしやすくなるため研修会の進捗
に合わせた取組を行った。その結果、作成が遅れているが、平
成19年度普通会計４表については、平成21年度4月末に公表
予定。

効
果

歳入（

歳出（

１９年度
（実績）

・財務諸表等について、町広報誌（2月号）及び町ホームページ
（1月28日）により公表した。

効
果

歳入（

歳出（

１８年度
（実績）

・財務諸表等について町広報誌（12月号）及び町ホームページ
（12月27日）により公表した。

効
果

歳入（

歳出（

１７年度
（実績）

・作成及び公表に向け研究を行い、目標を平成18年12月と設
定とした。

効
果

歳入（

歳出（

年度 実施内容・予定時期 効果額合計( 0

行
　
　
動
　
　
概
　
　
要

① 目標 　バランスシート・行政コスト計算書の作成及び公表

② 期待され
    る効果

・「予算主義」から「決算主義」への転換。
・企業会計的手法の導入により、資産の状況や正確な費用を把握できる。
・類似団体との比較を行い、行財政改革の目標となる指標とする。

③ 必要性
　　問題点

・財政構造の改善に向けた指標として活用する。
・過去及び将来の財政状態を明らかにし対応策を検討できる。

④ 対象 　全職員

⑤ 手段

18 年 度
計画どおり 計画どおり － － －

－ －
達 成 年 次 平 成実 績 評 価

Ａ Ａ －

平 成 18 年 度
検討 実施 － － －

経過・現状
・決算後の調製に向け研究中。

（H17.4.1現在）

推　　　     進
スケジュール

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
目 標 年 次

重 点 項 目 財政健全化計画等の策定

取 組 項 目 バランスシート・行政コスト計算書の作成・公表

基 本 方 針 財政の健全化

行財政改革実施計画・行動計画票

3 実施済み

担 当 課 名 財政課


